
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

R8.3

①物価高騰や深刻な人手不足など厳しい事業環境を乗り越えるため
に行われる第三者等への事業承継を促進するために、譲渡者におい
て常時使用していた従業員の雇用の維持や事業承継に係る費用を補
助し、廃業等による経営資源の喪失防止を図る。
②譲渡者において常時使用していた従業員を事業承継後も引き続き
県内で雇用する場合の従業員の人件費（基本給）を補助する。また、認
定支援機関、税理士等の国家資格の有資格者やＭ＆Ａ支援機関など
の専門家等と連携して事業承継に取り組む際に係るＤＤ費用や株価算
定などの費用を補助する。
〈専門家との連携する対象経費例〉
・ＦＡ・仲介費用、企業価値・株価算定費用、ＤＤ費用、契約書作成費用
等
・親族承継を目的とした株価算定に係る取組
③負担割合 県1/2（小規模事業者は2/3）
　補助上限額1,000千円×48件＝48,000千円（第三者承継）
　補助上限額  200千円×10件＝ 2,000千円（親族承継）
④中小企業者
　事業承継に係る譲受者（買い手支援）、譲渡者（売り手支援）

事業承継事業費補助
⑦中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援
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R8.2

①目的：地域コミュニティの核として重要な役割を果たしている商店街
の活性化と物価高騰の影響を受けている県民の消費の下支えによる
負担の軽減を図るため、商店街が実施する商品券発行事業に対して
補助する。
①効果：商店街等が実施する商品券発行事業の支援を通じて、商店街
等に事業効果の持続性に向けた取組の実施を促すことで、商店街の
活性化が図られる。
②商品券の割増し（プレミアム）分、発行に係る印刷費、広告宣伝費
③【単独商店街】
　　(1) 小規模商店街（＝補助率２／３）
　　平均補助額：951 千円×補助件数見込：７件 ＝ 6,657 千円
　　(2) 小規模商店街以外（＝補助率１／２）
　　平均補助額：1,332 千円×補助件数見込：12 件 ＝ 15,984 千円
　【複数商店街】
　　(3) 小規模商店街（＝補助率２／３）
　　平均補助額：3,461 千円×補助件数見込：17 件 ＝ 58,837 千円
　　(4) 小規模商店街を含まない複数商店街（＝補助率１／２）
　　平均補助額：2,630 千円×補助件数見込：４件 ＝ 10,520 千円
　【その他】
　　(5)事務費：4,079千円
　　（その他特財（労働保険料立替収入）：18千円充当）
④商店街団体等

商店街等活性化促進事業費補助
③消費下支え等を通
じた生活者支援
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令和７年度　第１回　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

①目的　中小企業を取り巻く環境は物価高騰、深刻な人手不足など、
依然として厳しい状況が続いている。そうした中、生産性向上に向けた
取組を支援し、「稼ぐ力」の安定・強化を図ることで、その利益を原資と
した賃上げによる成長と分配の好循環を生み出し、持続的な県経済の
実現を目指す。
②生産性向上や業務プロセスの改善、人手不足の解消に資する設備
導入等
③（積算）
　補助金@3,000千円×1,350件≒4,000,000千円
　フォローアップ　11,892千円
　委託費　279,855千円
　事務費  17,380千円
　　事務費内訳　非常勤職員雇用に関する費用　12,972千円
　　　　　　　　　　その他（複写費、消耗品費、郵便料等）　4,408千円
　合計　4,309,127千円
　（財源）
　　一般財源　2,770,513千円
　 臨時交付金　1,538,544千円
　　労働保険料立替収入　70千円
④事業主体　県内に事業所を構える中小企業者等

中小企業生産性向上促進事業費補
助

⑦中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

1 R7.4 R8.3
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⑦中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

信用保証事業費補助（新型コロナ対
策）（令和３年度分）

①物価高騰の影響を受ける中小企業に対して「令和３年度新型コロナ
関連融資」の信用保証料の補助を行う。
②保証料引き下げに要する経費等
③融資規模619億円×保証料率0.043331179%
　 うち一般財源4,470千円
④中小企業等（神奈川県信用保証協会を通じた間接補助）

R7.4 R8.3
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⑦中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

信用保証事業費補助（新型コロナ対
策）（令和４年度分）

①物価高騰の影響を受ける中小企業に対して「令和４年度新型コロナ
関連融資」の信用保証料の補助を行う。
②保証料引き下げに要する経費等
③融資規模316億円×保証料率0.152724684%
　 うち一般財源8,043千円
④中小企業等（神奈川県信用保証協会を通じた間接補助）

R7.4 R8.3
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⑦中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

信用保証事業費補助（新型コロナ対
策）（令和５年度分）

①物価高騰の影響を受ける中小企業に対して「令和５年度新型コロナ
関連融資」の信用保証料の補助を行う。
②保証料引き下げに要する経費等
③融資規模501億円×保証料率0.080467066%
　　うち一般財源6,719千円
④中小企業等（神奈川県信用保証協会を通じた間接補助）

R7.4 R8.3
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⑦中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

信用保証事業費補助（原油高騰対応
分）

①物価高騰の影響（米国関税措置の影響を含む）を受ける中小企業に
対して「原油・原材料高騰等対策特別融資」の信用保証料の補助を行
う。
②保証料引き下げに要する経費等
③融資規模260億円×保証料率0.769230769%
　　うち令和６年度実施計画計上分622,250千円
④中小企業等（神奈川県信用保証協会を通じた間接補助）

R7.4 R8.3
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③消費下支え等を通
じた生活者支援

ＬＰガス物価高騰対応費（令和７年度・
国R6補正分）

全体事業費の内、R6補正分対象事業費1,804,828千円
①目的
・物価高騰（ＬＰガス料金の高騰）による一般消費者等の負担を軽減す
るため、ＬＰガス販売事業者が実施する利用料金の値引き等に対して
支援金を支給する。
②経費内容
・事業者支援金、事務委託料、会計年度職員報酬等
③積算根拠
・事業者支援金　2,253,000千円 （値引支援額1,710円×125万世帯、事
業者経費770事業者×15万円）
・事務委託料　12,178千円
・事務費　7,870千円（会計年度任用職員報酬、旅費、共済費等）
（その他：労働保険料立替収入　29千円（一般財源））
④事業の対象
・県内ＬＰガス利用世帯（ＬＰガス販売事業者を通じた支援）

R7.9 R8.2

①目的　物価高騰に対応するため、国の支援の対象外となっている特
別高圧で受電する事業者のうち、価格転嫁等の面で特に困難な状況
にある「中小企業」であり、かつ、他業種と比較して電気代高騰の影響
を特に強く受けている「製造業」及び「倉庫業」の事業者に対して、県が
独自の支援を継続する。更に、電気代高騰が長期化していることから、
「中小企業」である「商業施設やオフィスビル等その他の事業者（テナン
ト含む）」に対しても支援を継続する。
効果　特別高圧を受電する中小企業者に対して、負担軽減を図る。
②特別高圧を受電する中小企業者に対して、対象期間中の電力使用
量に応じた支援金、商業施設等においては一律の支援金を支払う。
③支援額165,000千円(1,600千円×50社（７～９月分）、50千円×1,700
社）、事務費15,000千円
④価格転嫁等の面で特に困難な状況にある「中小企業」であり、かつ、
他業種と比較して電気代高騰の影響を特に強く受けている「製造業」及
び「倉庫業」の事業者、電気代高騰が長期化していることから「中小企
業」である「商業施設やオフィスビル等その他の事業者（テナント含
む）」

中小製造業等特別高圧受電者支援
事業費

⑦中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援
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③消費下支え等を通
じた生活者支援

ＬＰガス物価高騰対応費（令和７年度・
国R7予備費分）

全体事業費の内、R7予備費分対象事業費468,220千円
①目的
・物価高騰（ＬＰガス料金の高騰）による一般消費者等の負担を軽減す
るため、ＬＰガス販売事業者が実施する利用料金の値引き等に対して
支援金を支給する。
②経費内容
・事業者支援金、事務委託料、会計年度職員報酬等
③積算根拠
・事業者支援金　2,253,000千円 （値引支援額1,710円×125万世帯、事
業者経費770事業者×15万円）
・事務委託料　12,178千円
・事務費　7,870千円（会計年度任用職員報酬、旅費、共済費等）
（その他：労働保険料立替収入　29千円（一般財源））
④事業の対象
・県内ＬＰガス利用世帯（ＬＰガス販売事業者を通じた支援）

R7.9 R8.2
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⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

医療機関等物価高騰対応費

①物価高騰の影響により負担増となっている電気代において、公定価
格のため医療費に転嫁できない特別高圧を受電する医療機関等を支
援する。
②電気代の物価上昇相当分支援金（報償費）
③ 【支援金】　55,624千円
　〇電気代6,953床／8,000円
④特別高圧を受電する医療機関等

R7.7 R7.11


